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平成 30年度 大垣市の財務書類 注記 

 

1 重要な会計方針 

(1) 有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法 

① 有形固定資産･･････････････････････････取得原価 

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

ア 昭和 59 年度以前に取得したもの･･････再調達原価 

ただし、道路、河川及び水路の敷地は備忘価額１円としています。 

イ 昭和 60 年度以後に取得したもの 

取得原価が判明しているもの･･････････取得原価 

取得原価が不明なもの････････････････再調達原価 

ただし、取得原価が不明な道路、河川及び水路の敷地は備忘価額１円としてい

ます。 

② 無形固定資産･･････････････････････････取得原価 

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

取得原価が判明しているもの･･････････取得原価 

取得原価が不明なもの････････････････再調達原価 

(2) 有価証券及び出資金の評価基準及び評価方法 

① 満期保有目的有価証券･･････････････････償却原価法（定額法） 

② 満期保有目的以外の有価証券 

ア 市場価格のあるもの･･････････････････会計年度末における市場価格 

（売却原価は移動平均法により算定） 

イ 市場価格のないもの･･････････････････取得原価（又は償却原価法（定額法）） 

③ 出資金 

ア 市場価格のあるもの･･････････････････会計年度末における市場価格 

（売却原価は移動平均法により算定） 

イ 市場価格のないもの･･････････････････出資金額 

(3) 有形固定資産等の減価償却の方法 

① 有形固定資産（リース資産を除く）･･････定額法 

なお、主な耐用年数は以下のとおりです。 

建物    8 年～50 年 

工作物  10 年～75 年 

物品    1 年～20 年 
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② 無形固定資産（リース資産を除く）･･････定額法 

（ソフトウェアについては、当市における見込利用期間（５年）に基づく定額法

によっています。） 

(4) 引当金の計上基準及び算定方法 

① 徴収不能引当金 

長期延滞債権について、過去５年間の平均不納欠損率により、徴収不能見込額を

計上しています。 

② 退職手当引当金 

期末自己都合要支給額を計上しています。 

③ 損失補償等引当金 

履行すべき額が確定していない損失補償債務等のうち、地方公共団体の財政の健

全化に関する法律に規定する将来負担比率の算定に含めた将来負担額を計上してい

ます。 

④ 賞与等引当金 

翌年度６月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相当

額の見込額について、それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上しています。 

(5) 資金収支計算書における資金の範囲 

現金・普通預金・定期預金 

なお、現金・普通預金・定期預金には、出納整理期間における取引により発生する

資金の受払いを含んでいます。 

(6) その他財務書類作成のための基本となる重要な事項 

① 物品及びソフトウェアの計上基準 

物品については、取得価額又は見積価格が 50 万円（美術品は 300 万円）以上の場

合に資産として計上しています。 

ソフトウェアについても物品の取扱いに準じています。 

② 資本的支出と修繕費の区分基準 

資本的支出と修繕費の区分基準については、工事等の性質により分類しています。 
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2 偶発債務 

(1) 損失補償債務の状況 

 

3 追加情報 

(1) 財務書類の内容を理解するために必要と認められる事項 

① 一般会計等財務書類の対象範囲は次のとおりです。 

一般会計、物品調達会計、公共用地先行取得事業会計、市行造林事業会計 

② 全体財務書類の対象範囲は次のとおりです。 

一般会計、物品調達会計、公共用地先行取得事業会計、国民健康保険事業会計、 

国民健康保険直営診療施設事業会計、後期高齢者医療事業会計、 

介護保険事業会計、簡易水道事業会計、市行造林事業会計、 

公設地方卸売市場事業会計、公共下水道事業会計、 

特定環境保全公共下水道事業会計、農業集落排水事業会計、駐車場事業会計、 

競輪事業会計 

③ 全体財務書類の対象範囲のうち、簡易水道事業会計、公共下水道事業会計、特

定環境保全公共下水道事業会計、農業集落排水事業会計については、公営企業法

適用に向けて作業中であるため、平成 30 年度全体財務書類の対象から除外して

います。 

④ 地方自治法第 235 条の 5 に基づき出納整理期間が設けられている会計におい

ては、出納整理期間における現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年

度末の計数としています。 

⑤ 千円未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合があり

ます。 

 

損失補償等引当金
計上額

貸借対照表
未計上額

簡易水道事業会計 － 千円        442,644 千円     － 千円        442,644 千円     

公設地方卸売市場事業会計 － 千円        41,757 千円      － 千円        41,757 千円      

公共下水道事業会計 － 千円        14,783,314 千円  － 千円        14,783,314 千円  

特定環境保全公共下水道事業会計 － 千円        1,391,871 千円   － 千円        1,391,871 千円   

農業集落排水事業会計 － 千円        336,497 千円     － 千円        336,497 千円     

病院事業会計 － 千円        2,034,575 千円   － 千円        2,034,575 千円   

水道事業会計 － 千円        23,703 千円      － 千円        23,703 千円      

大垣消防組合 － 千円        726,575 千円     － 千円        726,575 千円     

西濃環境整備組合 － 千円        244,637 千円     － 千円        244,637 千円     

西南濃粗大廃棄物処理組合 － 千円        7,478 千円       － 千円        7,478 千円       

大垣市・安八郡安八町東安中学校組合 － 千円        11,610 千円      － 千円        11,610 千円      

大垣市土地開発公社 － 千円        1,999,940 千円   － 千円        1,999,940 千円   

確定債務額

履行すべき額が確定していない
損失補償債務等

会計・団体名 総額
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⑥ 地方公共団体の財政の健全化に関する法律における健全化判断比率の状況（平

成 30 年度）は、次のとおりです。 

      実質赤字比率             －％  連結実質赤字比率         －％ 

実質公債費比率          0.8％  将来負担比率           10.3％ 

⑦ 利子補給等に係る債務負担行為の翌年度以降の支出予定額  2,244,575 千円 

⑧ 繰越事業に係る将来の支出予定額 

一般会計    2,211,522 千円  競輪事業会計    48,600 千円 

(2) 貸借対照表に係る事項   

① 地方交付税措置のある地方債のうち、将来の普通交付税の算定基礎である基準

財政需要額に含まれることが見込まれる金額 

61,265,631 千円 

② 地方公共団体の財政の健全化に関する法律における将来負担比率の算定要素は、

次のとおりです。 

標準財政規模                                         35,243,702 千円 

元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額   5,050,972 千円 

将来負担額                                          102,230,758 千円 

充当可能基金額                                       15,971,690 千円 

特定財源見込額                                       21,859,490 千円 

地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額         61,265,631 千円 

③ 建物のうち 1,878,019 千円（帳簿原価）、工作物のうち 1,705 千円（帳簿価額）

は、PFI 事業等に係る資産が計上されています。 

(3) 純資産変動計算書に係る事項 

純資産における固定資産等形成分及び余剰分（不足分）の内容 

① 固定資産等形成分 

固定資産の額に流動資産における短期貸付金及び基金等を加えた額を計上して

います。 

② 余剰分（不足分） 

純資産合計額のうち、固定資産等形成分を差し引いた金額を計上しています。 
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(4) 資金収支計算書に係る事項 

① 基礎的財政収支  

一般会計等財務書類 △1,411,184 千円  全体財務書類 545,234 千円 

 

② 資金収支計算書の業務活動収支と純資産変動計算書の本年度差額との差額の 

内訳 

【一般会計等財務書類】 

 

   

【全体財務書類】 

 

 

 

資金収支計算書

業務活動収支 4,494,170 千円

投資活動収入の国県等補助金収入 350,545 千円

未収債権、未払債務等の増加（減少） 1,000,378 千円

減価償却費 △ 6,053,341 千円

賞与引当金繰入額 △ 643,964 千円

退職手当引当金繰入額 △ 215,678 千円

徴収不能引当金繰入額 △ 60,285 千円

損失補償等引当金戻入額 1,160,106 千円

退職手当引当金戻入額 10,177 千円

資産除売却損 △ 140,766 千円

資産売却益 30,061 千円

△ 68,597 千円純資産変動計算書の本年度差額

資金収支計算書

業務活動収支 7,802,384 千円

投資活動収入の国県等補助金収入 350,545 千円

未収債権、未払債務等の増加（減少） 2,304,136 千円

減価償却費 △ 8,488,918 千円

賞与引当金繰入額 △ 1,497,056 千円

退職手当引当金繰入額 △ 301,317 千円

徴収不能引当金繰入額 △ 272,544 千円

損失補償等引当金戻入額 1,346,257 千円

退職手当引当金戻入額 30,582 千円

資産除売却損 △ 150,403 千円

資産売却益 30,061 千円

1,153,727 千円純資産変動計算書の本年度差額
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③ 既存の決算情報との関連性 

 

④ 一時借入金 

資金収支計算書上、一時借入金の増減額は含まれていません。 

なお、一時借入金の限度額及び利子額は次のとおりです。 

一時借入金の限度額   19,000,000 千円 

一時借入金に係る利子額    － 千円 

 

4 連結財務書類における注記 

  連結財務書類作成においては、連結団体がそれぞれ作成した財務書類を公会計に読み

替えて作成しており、会計処理の手法等はそれぞれの団体の手法によります。 

歳入決算額 歳出決算額
歳入歳出
差引額

一般会計等
財務書類

全体
財務書類

61,754,782 59,188,952 2,565,830 ○ ○

6,952 5,766 1,186 ○ ○

317,664 317,664 0 ○ ○

18,302,497 15,453,676 2,848,821 ○

41,613 41,541 72 ○

1,980,963 1,921,360 59,603 ○

14,851,201 13,192,210 1,658,991 ○

137,179 137,179 0

51,037 51,037 0 ○ ○

96,415 96,415 0 ○

5,680,393 5,680,393 0

255,681 255,681 0

77,627 77,627 0

102,414 79,476 22,938 ○

16,931,490 15,686,268 1,245,222 ○

3,654 2,817 837

614 68 546

4,021 1,825 2,196

58,841,415 53,001,003 5,840,412

120,596,197 112,189,955 8,406,242

公会計財務書類における資金収支残高

37,114,066

全体財務書類

特
　
　
　
別
　
　
　
会
　
　
　
計

平成30年度 大垣市歳入歳出決算書 公会計財務書類対象

区　　　　　　分

一 般 会 計

物 品 調 達 会 計

公 共 用 地 先 行 取 得 事 業 会 計

国 民 健 康 保 険 事 業 会 計

国民健康保険直営診療施設事業会計

後 期 高 齢 者 医 療 事 業 会 計

介 護 保 険 事 業 会 計

簡 易 水 道 事 業 会 計

市 行 造 林 事 業 会 計

公 設 地 方 卸 売 市 場 事 業 会 計

公 共 下 水 道 事 業 会 計

特定環 境保 全公 共下 水道 事業 会計

農 業 集 落 排 水 事 業 会 計

駐 車 場 事 業 会 計

連結修正額（出納整理期間の一般会計と企業会計との現金の受払）

資金収支計算書 本年度末現金預金残高

平成30年度 大垣市歳入歳出決算書計上額（対象会計）

歳計外現金残高（平成31年3月31日現在）

平成30年度 大垣市病院事業会計決算書　　現金預金残高

平成30年度 大垣市水道事業会計決算書　　現金預金残高

競 輪 事 業 会 計

牧 田 財 産 区 会 計

一 之 瀬 財 産 区 会 計

時 財 産 区 会 計

計

（単位：千円）

8,402,663

合　　　　　　計

一般会計等
財務書類

平成30年度 大垣市歳入歳出決算書計上額（対象会計）

歳計外現金残高（平成31年3月31日現在）

資金収支計算書 本年度末現金預金残高

740,622

25,540,830

2,067,665

362,286

2,567,016

740,622

3,307,638


